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 研究要旨 

本研究では、地域在住高齢者における認知症の発症に関わる要因を解析するシステムお

よび介護保険によるサービス利用額の突合した分析システムを構築し、縦断的な前向きコ

ホート研究により認知症が介護費用の推移に与える影響や介護予防事業が認知症の発症

および介護費用の抑制に効果があるかについて費用対効果を含めて検証した。また、中

部コホートと北海道コホートにおいて、認知症の発症要因の探索ならびに介護予防事業が

認知症の発症および介護費用の抑制に効果があるかについて費用対効果を検証した。さま

ざまな分析の結果、24か月間の追跡期間中に認知症の診断を受けた要支援・要介護の認定

者は、認知症の診断のない要支援・要介護認定者と比較して、介護保険サービス利用額が

増大していた。また、運動もしくは教育講座へ参加してもらう介入研究に参加した MCIも

しくは身体的なフレイルに該当した者では、参加しなかった MCIもしくは身体的なフレイ

ルに該当した者よりも、以降の 24 か月間で要支援・要介護を発生する危険が有意に低く、

介護保険サービス利用額にも差異が生じていた。また、北海道コホートの結果より、新た

に認知症を発症した者は、ベースライン時の運動習慣、生活機能、外出頻度が低値を示し

ており、日常的に活動性の低い行動特性を有している可能性が示唆された。さらに、後期

高齢期においても、介護予防を目的とした地域主催の教室参加者では、認知症の発症割合

が低い傾向にあった。 

認知症の発症要因を探索した結果、認知機能が正常域であった群に対して軽度認知障害

群で約 3.0倍、全般的な認知機能が低下した群で約 4.8倍に認知症の発症リスクが高まる

ことが確認され、主観的記憶低下（ものわすれ）の訴えと歩行速度低下を併存する高齢者

では認知症の発症リスクが上昇することが示され、24か月間で発症する危険が 4倍以上に

高まることが示唆された。 

今後は、より長期による追跡状況を分析することで、より明確な効果を示すとともに、

認知症もしくは要支援・要介護の発生の抑制につながるさまざまな要因を検討し、より効

果的な介入を示唆することに寄与することを目指す。また、介護保険サービスの利用種別

による差異などの詳細な費用対効果に関する検証を進めていく。 
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Ａ．研究目的 

 本研究では、地域在住高齢者における認知症の発症に関わる要因を解析するシステムお

よび介護保険によるサービス利用額の突合した分析システムを構築し、縦断的な前向きコ

ホート研究により認知症が介護費用の推移に与える影響や介護予防事業が認知症の発症

および介護費用の抑制に効果があるかについて費用対効果を含めて検証した。 

 また、構築したシステムを用いて、地域在住高齢者における認知症の発症と関連する要

因を探索的に検証し、ベースラインの認知機能や身体機能とその後の 24か月間での認知症

発症との関連を調べた。また、北海道コホートにおいても認知症発症および要介護発生に

関連する要因の抽出と、介護予防事業が認知症の発症および介護費用の抑制に効果がある

かについて費用対効果を確認することを目的とした。 

 

 

Ｂ．研究方法 

認知症の発症および介護保険サービスの利用額を同定するために、国民健康保険（国保）

および後期高齢者医療制度（後期高齢）における診療報酬請求（レセプト）、介護保険サー

ビスの利用状況を活用して、分析システムを構築した。中部コホートにおける研究では、

2011年～2012年に大府市で実施した「脳とからだの健康チェック 2011」に参加した 5,104

名を分析対象とした。認知症発症および介護保険サービス利用に関するデータ解析システ

ムとのデータの突合を行い、「脳とからだの健康チェック 2011」に参加した時点をベースラ

インとして、以降 24か月間の前方視的なデータセットを作成した。北海道コホートにおけ

る研究では、北海道美唄市にて実施した機能測定会（平成 24 年 11 月～25 年 11 月）の参

加者 411 名のうち、ベースライン時点で認知症および要介護認定を持たず、本研究への協

力に対して同意が得られた 228 名を分析対象とした。 

 

 

2



 

（倫理面への配慮） 

本研究はヘルシンキ宣言を尊重し、厚生労働省による臨床研究に関する倫理指針、およ

び疫学研究に関する倫理指針に基づいた倫理的配慮を行い、対象者の人権、個人情報の保

護、予想される危険を十分に留意して研究を進められた。なお、中部コホートでの研究は、

国立長寿医療研究センター倫理・利益相反審査の承認を得て実施した。 

 

 

Ｃ．研究結果 

中部コホートの解析より、ベースライン以降に新規で要介護認定を受けて、介護保険サ

ービスを利用した者のうちで、認知症による医療費請求のあった者と認知症の診断のない

者でベースライン以降の 24か月間での介護保険請求額を比較したところ、認知症の診断の

ある要介護認定者では認知症の診断のない要介護認定者よりも介護保険サービス利用額が

高かった（認知症診断者：平均 99万 4,430円、認知症非診断者：平均 59万 5,756円）。ま

た、MCI高齢者または身体的フレイルを有する高齢者 884名に対する地域ベースでの介入研

究への参加の有無による介護保険サービス利用額の差異を比較した結果、運動もしくは教

育講座へ参加してもらう介入研究に参加した 442名では、参加しなかった 442名と比較し

て、要支援・要介護が発生する危険が有意に低くなることが示唆され、介入に参加しなか

った群でベースライン以降の 24か月間での介護保険サービスの利用額は、介入に参加した

群よりも高額であった。 

 中部コホートにおいて、ベースラインでの認知機能が正常域であった群での 24か月間で

の認知症発症率は 1.4%であり、軽度認知障害群では 4.7%、全般的な認知機能が低下した群

では 9.6%であった。認知機能が正常域であった群に対して軽度認知障害群で約 3.0倍、全

般的な認知機能が低下した群で約 4.8倍に認知症の発症リスクが高まることが示された。

また、主観的記憶低下（ものわすれ）の訴えと歩行速度低下を併存する高齢者では認知症

の発症リスクが上昇することが示され、24か月間で発症する危険が 4倍以上に高まること

が示唆された。 

  北海道コホートで、75 歳以上の後期高齢者を対象とした解析の結果、認知症を発症した

者と発症しなかった者のベースライン時の特徴を比較すると、年齢および性別に有意差は

なかったが、認知症発症者はベースライン時の認知機能検査（単語記憶、物語記憶、情報

処理）の成績が有意に低かった。また、新たに認知症を発症した者は、ベースライン時の

運動習慣、生活機能、外出頻度が低値を示しており、日常的に活動性の低い行動特性を有

している可能性が示唆された。さらに、介護予防を目的とした地域主催の教室に参加して

いる者は　32.9％であり、ベースライン調査から約　3年間の認知症発症率に関して、教室参

加者では　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.3%であったのに対して教室不参加者は　　　　　　　3.3%であった。 
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Ｄ．考察と結論 

 本研究で示された結果は、大きく以下の点に集約される。 

1） 要支援・要介護の認定のない高齢者を 24か月間追跡した結果、追跡期間中に認知症の

診断を受けた要支援・要介護の認定者は、認知症の診断のない要支援・要介護認定者と

比較して、介護保険サービス利用額が増大する。 

2） 運動もしくは教育講座へ参加してもらう介入研究に参加したMCIもしくは身体的なフレ

イルに該当した者では、参加しなかった MCIもしくは身体的なフレイルに該当した者よ

りも、以降の 24か月間で要支援・要介護を発生する危険が有意に低くなる。 

3） 認知機能が正常域であった群に対して軽度認知障害群で約 3.0倍、全般的な認知機能が

低下した群で約 4.8倍に認知症の発症リスクが高まる。 

4） 主観的記憶低下（ものわすれ）の訴えと歩行速度低下を併存する高齢者では認知症の発

症リスクが上昇することが示され、24か月間で発症する危険が 4倍以上に高まる。 

5） 後期高齢期においても、介護予防を目的とした地域主催の教室参加者では、認知症の発

症割合が低い傾向にある。 

 

 認知症を予防すること、または発症を遅延させることは、経済的な負担の抑制のために

も、非常に重要な課題と考えられる。本研究の分析結果からも、認知症の診断のあった要

支援・要介護高齢者では、介護保険サービス額が増大しており、家族介護者による心的な

負担や時間的な負担も考慮すると、さらなる経済的な負担が大きいことが推察される。 

そのため、地域コホートにおいて、認知症のリスクを早期に発見して、悪化を防ぐこと

は将来の経済的な負担を軽減するうえでも重要であろう。認知症発症の要因を探索した結

果、やはり認知機能の低下を認める高齢者では発症リスクが高いことが確認され、より早

期の気づきが必要となる。また、歩行速度の低下のみを有する高齢者では、認知症発症リ

スクが 2倍程度であったのに対して、歩行速度の低下に主観的な記憶低下（もの忘れ）が

伴うことで、約 4倍の発症リスクへ上昇することが確認され、歩行速度の低下ともの忘れ

の併存は地域における認知症発症リスクを早期に発見するひとつの指標として有用になり

得ることが示された。 

 また、本研究の結果から、地域での介護予防の事業や運動・講座を含む介入研究事業に

参加して活動性を向上させることは、要介護の発生を抑制することに有益となることが示

唆された。より長期的に追跡すると認知症の発症抑制につながる可能性を見出すことも検

討することができる。今後は、より長期による追跡状況を分析することで、より明確な効

果を示すとともに、認知症もしくは要支援・要介護の発生の抑制につながるさまざまな要

因を検討し、より効果的な介入を示唆することに寄与することを目指す。 
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Ｅ．健康危険情報 

 該当なし。 
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